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単元株制度採用の有無 　 　有(１単元　1,000 株)

１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)経営成績 (百万円未満切り捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 246,348 7.2 7,435 21.3 8,675 21.4
13年 9月中間期 229,821 △ 2.9 6,128 △ 38.8 7,143 △ 21.8
14年 3月期 436,498 7,146 8,437

百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 3,711 51.0 14.62
13年 9月中間期 2,457 27.2 9.68
14年 3月期 2,759 10.87
(注)①期中平均株式数    14年 9月中間期   253,902,407 株   13年 9月中間期   253,977,218 株   14年 3月期   253,963,940 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

     ④平成14年3月期より自己株式を資本に対する控除項目としており、｢１株当たり中間（当期）純利益｣は発行済株式総数から

        自己株式数を控除して算定しております。

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

14年 9月中間期 － －
13年 9月中間期 － －
14年 3月期 － 6.00

(3)財政状態 (百万円未満切り捨て）

株主資本比率１株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 272,390 65,147 23.9 256.63
13年 9月中間期 263,936 62,230 23.6 245.02
14年 3月期 257,604 62,969 24.4 247.97
(注)①期末発行済株式数　14年 9月中間期　253,858,498 株　　13年 9月中間期　253,977,218 株　　14年 3月期　253,937,668 株

     ②期末自己株式数　　14年 9月中間期　  　118,720 株　  (13年 9月中間期　　   　 858 株)  　14年 3月期　 　　39,550 株

     ③平成14年3月期より自己株式を資本に対する控除項目としており、｢１株当たり株主資本｣は発行済株式総数から自己株式数を

        控除して算定しております。

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 460,000 10,700 4,100 6.00 6.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             16 円  15 銭
※上記の予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報あるいは想定できる市場動向などを前提としており、不確実性が

  含まれています。実際の業績は、今後の様々な要因により、予想と異なる結果となる可能性があります。
　なお、上記業績予想に関する事項は、４ページをご参照ください。

当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

( 当 期 ） 純 利 益

総  資  産 株  主  資　本

売   上   高 経　常　利　益

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間（当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間
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(単位：百万円)

当 中 間 期 前年中間期 対前年中間期 前 期
(平成14.9.30) (平成13.9.30) 増 減 額 (平成14.3.31)

流  動  資  産 118,419 113,436 4,982 105,943
現 金 預 金 14,430 10,886 3,544 5,667
受取手形及び売掛金 65,348 66,184 △ 835 60,389
た な 卸 資 産 21,630 22,590 △ 959 24,319
未 収 法 人 税 等 － － － 762
そ の 他 の 流 動 資 産 17,476 14,207 3,269 15,143
貸 倒 引 当 金 △ 467 △ 431 △ 35 △ 339
固  定  資  産 153,971 150,499 3,471 151,661
有 形 固 定 資 産 109,185 108,100 1,084 108,029
無 形 固 定 資 産 203 216 △ 12 211
投 資 等 45,386 43,024 2,362 44,421
貸 倒 引 当 金 △ 804 △ 842 37 △ 1,000

272,390 263,936 8,454 257,604

当 中 間 期 前年中間期 対前年中間期 前 期
(平成14.9.30) (平成13.9.30) 増 減 額 (平成14.3.31)

（負債の部） 207,243 201,706 5,536 194,635
流  動  負  債 129,952 130,504 △ 552 125,048
支払手形及び買掛金 62,482 62,017 464 55,235
短 期 借 入 金 8,524 14,529 △ 6,004 15,517
コマーシャルペーパー － － － 8,000
一年以内償還転換社債 9,999 11,582 △ 1,583 9,999
未 払 法 人 税 等 3,836 2,851 984 －
そ の 他 の 流 動 負 債 45,110 39,524 5,585 36,296
固  定  負  債 77,290 71,201 6,088 69,586
社 債 50,000 30,000 20,000 40,000
転 換 社 債 － 9,999 △ 9,999 －
長 期 借 入 金 14,893 14,233 660 16,470
退 職 給 付 引 当 金 10,907 15,434 △ 4,526 11,604
そ の 他 の 固 定 負 債 1,488 1,534 △ 45 1,511

（資本の部） 65,147 62,230 2,917 62,969
資    本    金 － 21,704 △ 21,704 21,704
法 定 準 備 金 － 22,971 △ 22,971 22,971
資 本 準 備 金 － 19,442 △ 19,442 19,442
利 益 準 備 金 － 3,529 △ 3,529 3,529
剰    余    金 － 16,618 △ 16,618 16,921
任 意 積 立 金 － 11,124 △ 11,124 11,124
中間(当期)未処分利益 － 5,494 △ 5,494 5,796
（ 中間 (当期) 純利益 ） （－） (2,457) (△ 2,457) (2,759)
その他有価証券評価差額金 － 935 △ 935 1,384
自  己  株  式 － － － △ 11

資    本    金 21,704 － 21,704 －
資 本 剰 余 金 19,442 － 19,442 －
資 本 準 備 金 19,442 － 19,442 －
利 益 剰 余 金 22,596 － 22,596 －
利 益 準 備 金 3,529 － 3,529 －
任 意 積 立 金 11,755 － 11,755 －
中 間 未 処 分 利 益 7,311 － 7,311 －
（ 中 間 純 利 益 ） (3,711) （－） (3,711) （－）

その他有価証券評価差額金 1,439 － 1,439 －
自  己  株  式 △ 35 － △ 35 －

272,390 263,936 8,454 257,604

負 債 及 び 資 本 の 部
科　　目

負 債・資 本 合 計

個 別 貸 借 対 照 表

資 　産 　の 　部
科　　目

資　産　合　計
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（単位：百万円,％）

当 中 間 期 前年中間期 前 期

自 平成14.4. 1 自 平成13.4. 1 増 減 額 増 減 率 自 平成13.4. 1
至 平成14.9.30 至 平成13.9.30 至 平成14.3.31

売    上    高 246,348 229,821 16,527 7.2 436,498

売  上  原  価 174,973 161,816 13,156 8.1 309,751

販売費及び一般管理費 63,939 61,876 2,063 3.3 119,601

営  業  利  益 7,435 6,128 1,307 21.3 7,146

営 業 外 収 益 2,242 1,824 418 22.9 3,465

受取利息及び配当金 1,225 1,035 189 18.3 1,909

投資有価証券評価損戻入益 266 76 189 248.4 －

雑 収 益 751 712 39 5.5 1,555

営 業 外 費 用 1,003 808 194 24.1 2,174

支 払 利 息 704 760 △ 56 △ 7.4 1,567

投資有価証券評価損 － － － － 351

雑 損 失 298 47 250 522.7 254

経  常  利  益 8,675 7,143 1,531 21.4 8,437

特  別  利  益 238 1,449 △ 1,210 △ 83.6 3,805

固 定 資 産 売 却 益 116 1,448 △ 1,332 △ 92.0 1,447

退職給付会計基準変更時差異 122 － 122 － －

投 資 有 価 証 券 売 却 益 0 0 △ 0 △ 93.9 4

厚生年金基金解散処理差額金 － － － － 2,352

特  別  損  失 1,532 3,367 △ 1,835 △ 54.5 6,088

固 定 資 産 処 分 損 734 312 421 134.8 916

(財)ひかり協会負担金 740 716 24 3.4 1,497

投資有価証券等減損処理額 52 1,102 △ 1,049 △ 95.2 1,922

関 係 会 社 整 理 損 5 598 △ 593 △ 99.2 598

退職給付会計基準変更時差異 － 638 △ 638 － 1,149

投資有価証券等売却損 － 0 △ 0 － 3

税引前中間（当期）純利益 7,380 5,224 2,156 41.3 6,154

法人税、住民税及び事業税 3,669 2,767 902 32.6 2,055

法 人 税 等 調 整 額 － － － － 1,339

中間（当期）純利益 3,711 2,457 1,253 51.0 2,759

前 期 繰 越 利 益 3,600 3,037 563 18.6 3,037

中間（当期）未処分利益 7,311 5,494 1,817 33.1 5,796

個 別 損 益 計 算 書

対前年中間期

科    目
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

   （１）有価証券 

       ①子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

       ②その他有価証券 

         時価のあるもの ……中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は部分資本直入 

                   法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

         時価のないもの ……移動平均法による原価法 

   （２）デリバティブ 

       デリバティブ    ……時価法 

   （３）たな卸資産 

       ①商品、製品、半製品 …総平均法による原価法 

       ②原材料、貯蔵品 ………移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産･･････建物及び建物附属設備については定額法、その他の資産については定率法を

採用しております。 

（２）無形固定資産･･････定額法によっております。 

また、販売目的のソフトウエアについては販売可能期間の見積り（３年）に

基づく定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

   （１）貸倒引当金 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

   （２）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 

会計基準変更時差異については、保有株式の拠出による退職給付信託設定時時価を控除した残額

の按分額を、平成 13 年 3 月期より５年間で費用または費用の減額処理しております。 

なお、会計基準変更時差異は以下のとおりであります。 

  （単位：百万円） 

 適格退職年金制度 退職一時金制度 合 計 

会計基準変更時差異 4,219 △ 1,455 2,763 

退職給付信託設定時時価 3,984 ―  3,984 

残 額 234 △ 1,455 △ 1,221 

 また、数理計算上の差異については、発生年度における従業員の平均残存勤務期間による定額法

により、翌期から費用処理することとしております。 

 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

５．消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
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６．追加情報 

 

 （自己株式及び法定準備金取崩等会計） 

 当中間期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 14
年 2月 21日）を適用しております。この変更による損益への影響はありません。なお、中間財務諸
表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の資本の部については、改正後の中間財務

諸表等規則により作成しております。 

 

 

貸借対照表に関する注記事項 

 

   当中間期   前年中間期   前 期  

１． 有形固定資産の減価償却累計額  151,058 百万円   149,400 百万円   149,647 百万円  

２． 担保に供している資産          

   有形固定資産  8,106 百万円   13,212 百万円   8,257 百万円  

   投資有価証券  1,172 百万円   1,352 百万円   1,077 百万円  

  上記に対する主な債務          

    長期借入金 

   （一年以内返済予定を含む） 

 2,540 百万円   2,678 百万円   2,964 百万円  

    転換社債  －百万円   1,583 百万円   －百万円  

３． 保証債務  7,345 百万円   7,352 百万円   7,808 百万円  

 （うち保証予約） （ 4,749 百万円 ） （ 4,686 百万円 ） （ 4,717 百万円 ） 

４． 中間期末（期末）日満期手形の処理        

中間期末（期末）日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済しております。 

なお、前中間期末（前期末）日は金融機関の休日であったため、次の前中間期末（前期末）日満

期手形が前中間期末（前期末）残高に含まれております。 

   当中間期   前年中間期   前 期  

  受取手形 －百万円   1,885 百万円   845 百万円  

  支払手形 －百万円   425 百万円   460 百万円  

 

５． 消費税等の取り扱い          

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他の流動負債」に含めて表示し

ております。 
 
 

損益計算書に関する注記事項 

 

１． 法人税等の表示方法          

中間期における税金費用については、簡便法により計算しているため、法人税等調整額は「法人

税、住民税及び事業税」に含めて表示しております。 
２． 減価償却実施額          

   当中間期   前年中間期   前 期  

  有形固定資産 5,335 百万円   5,442 百万円   11,709 百万円  

  無形固定資産 12 百万円   10 百万円   21 百万円  
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リ ー ス 取 引 関 係 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

係わる注記 

 

 １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

   当中間期 前年中間期 前  期 

機 械 装 置  取 得 価 額 相 当 額 2,126 百万円 1,942 百万円 1,954 百万円 

  減価償却累計額相当額 714 百万円 561 百万円 691 百万円 

  中間期末(期末)残高相当額 1,412 百万円 1,381 百万円 1,262 百万円 

工具器具備品  取 得 価 額 相 当 額 2,754 百万円 2,964 百万円 3,050 百万円 

  減価償却累計額相当額 1,771 百万円 1,647 百万円 1,923 百万円 

  中間期末(期末)残高相当額 982 百万円 1,317 百万円 1,126 百万円 

そ の 他  取 得 価 額 相 当 額 1,781 百万円 1,568 百万円 1,622 百万円 

  減価償却累計額相当額 819 百万円 633 百万円 744 百万円 

  中間期末(期末)残高相当額 961 百万円 935 百万円 878 百万円 

合 計  取 得 価 額 相 当 額 6,661 百万円 6,476 百万円 6,627 百万円 

  減価償却累計額相当額 3,305 百万円 2,842 百万円 3,359 百万円 

  中間期末(期末)残高相当額 3,356 百万円 3,634 百万円 3,268 百万円 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間期末（期末）

残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 

 ２．未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

 当中間期 前年中間期 前  期 

１ 年 以 内 1,108 百万円 1,118 百万円 1,091 百万円 

１ 年 超 2,247 百万円 2,515 百万円 2,177 百万円 

合     計 3,356 百万円 3,634 百万円 3,268 百万円 

（注）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形

固定資産の中間期末（期末）残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

 

 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

 当中間期 前年中間期 前  期 

支 払 リ ー ス 料 610 百万円 574 百万円 1,166 百万円 

減価償却費相当額 610 百万円 574 百万円 1,166 百万円 

 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 

 

有 価 証 券 関 係 

 

  当中間期末、前年中間期末及び前期末 …子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 
 
 



（単位：百万円,％）

金 額 構成比 金 額 構成比 増 減 額 増減率 金 額 構成比

市 乳 116,510 47.3 102,671 44.7 13,838 13.5 199,354 45.7

乳 製 品 46,829 19.0 44,237 19.2 2,591 5.9 91,704 21.0

アイスクリーム 28,469 11.6 29,260 12.7 △ 791 △ 2.7 42,831 9.8

そ の 他 54,540 22.1 53,651 23.4 888 1.7 102,608 23.5

合 計 246,348 100  229,821 100  16,527 7.2 436,498 100  

自 平成13.4. 1

至 平成14.9.30 至 平成13.9.30 至 平成14.3.31

比 較 売 上 高 表

製 品 分 類

当 中 間 期 前年中間期 前 期

自 平成14.4. 1 自 平成13.4. 1 対前年中間期
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